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2022年６月 29日 

各 位 

会 社 名 株式会社いつも 

代表者名 代表取締役社長 坂本 守 

 （コード番号：7694、東証グロース） 

問合せ先 取締役 CFOコーポレート本部長 杉浦 通之 

 （TEL．03－4580－1365） 

 

中期経営計画策定のお知らせ 

 

当社は、昨日開催の第 15期定時株主総会及び同株主総会終了後の取締役会において、新たな役員体制を決定

いたしました。あわせて、2023 年３月期から 2027 年３月期までの５年間の中期経営計画「いつも．５ｘ」を

策定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 
 

１． 新たな役員体制 

役 職 名 氏 名 

代表取締役社長 坂 本  守 

取締役副社長 望月 智之  

取締役 CFO 杉浦 通之  

取締役 髙 木  修  

取締役 古 屋  修  

取締役 鳶本 真章  

社外取締役 五十棲 剛史 

社外取締役（常勤監査等委員） 新 熊  聡  

社外取締役（監査等委員） 岡田 章二  

社外取締役（監査等委員） 上 山  亨  

 

２． 中期経営計画の概要 

 当社グループは、「日本の未来を ECでつくる」をミッションとして掲げており、ブランドメーカーの EC事業

を総合支援するサービスを提供しております。 このミッション実現のステップとして中期成長戦略「いつも．

５x」を掲げます。目標達成に向けた取り組みとして、我々のコアコンピタンスである「EC で売る力」を活用

し、加速度的な成長を実現します。 

 

３． 重点施策の概要 

（１）コア事業の成長 

     これまで培ってきた当社グループの「ECで売る力」をさらに強化し、コア事業であるブランドメー

カーの EC 事業を総合支援するサービスへ人材投資を行うことでさらに拡充し、高い成長と収益性の

継続を実現してまいります。 

 

（２）成長事業 

     2022 年 3 月期より開始した M&A を加速させることで、当社グループのブランドの拡張を行うと同 

時に当社グループが D2Cブランドメーカーとしての成長してまいります。 
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（３）新規事業への取り組み 

    コア事業で培った経験と「ECで売る力」を最大化させることで、新しい事業モデルの展開を行います。 

 

４． 数値目標 

【連結】 

（単位：億円） 

 2022年３月期 

実績 

2023年３月期 

計画 

2024年３月期 

計画 

2025年 3月期 

計画 

2026年 3月期 

計画 

2027年 3月期 

計画 

売 上 高 116 143 205 300 400 510 

営 業 利 益 6 1 5 16 25 44 

経 常 利 益 5 1 4 15 24 43 

親会社株主に 

帰属する当期純利益 
3 1 3 9 16 27 

 

※上記予想は、本資料公表日現在において当社が入手している情報および合理的であると判断する一定の前提 

に基づいており、実際の業績等は様々な要因により異なる可能性があります。 

 

５． その他 

本日同日に開示しております「事業計画及び成長可能性に関する事項について」の中でも説明をしておりま

す。合わせてご覧ください。 

 

 

 

以上 
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ミッション

日本中に、素晴らしい「ブランド」がたくさんあります。

「ブランド」が、地域も規模も時間も飛び越えて「ファン」と出会うことがきるECという技術革新は、

未来をつくるひとつです。

当社は、「人」と「テクノロジー」を組み合わせ、EC の力でブランドの可能性を広げる会社です。

その商圏は国内だけにとどまらず、世界中に広げ、ブランドがファンと出会える応援します。

そして、社会の役に立つ会社をつくります。

日本の未来をECでつくる
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成長戦略：「いつも．５x」

いつもは「日本の未来をECでつくる」をミッションに掲げています。

このミッション実現のステップとして中期成長戦略「いつも．５x」を掲げます。

今後5年間で5倍の成長を目指します。

目標達成に向けた取り組みとして、我々のコアコンピタンスである「ECで売る力」を活用し、

加速度的な成長を実現します。

持続的な高成長を目指し、
5年間で5倍の成長を目指す
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事業環境（外部）：EC市場規模推移とECプラットフォーム市場の成長率

20202019 2021

1.5 %倍
成長

物販系ECプラットフォーム広告費推移 注２EC市場規模成長率　注1

2017 2020 2021 2022 202320192018

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

1064億円億円

1321億円億円

1631億円億円
75%%約
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事業環境（外部）クロスプラットフォーム展開の重要性

EC通販消費者動向　注2商品検討の際に利用するサービス　注1

18～34歳

Amazon

Google検索

楽天市場

YouTube

SNS

46%

39%

38%

30%

25%

52%

48%

37%

33%

30%

35歳以上

楽天市場

Amazon

Google検索

Yahoo!検索

Yahoo!ショッピング

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知ってる

閲覧したことがある

日常的に閲覧する

購入したことがある

会員登録したことがある
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事業環境（内部）：当社売上成長率と顧客比率

2019

100%
100%

123.5%

199.8%

264.6%

119.5%
137.5%

154.3%
168.0%

112.5% 103.8% 95.6% 93.6%

200%

300%

2020 2021 2022 2023

325.7%

EC市場規模成長率と当社売上成長率

2021 2022

当社の支援顧客比率と成長
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事業とサービス区分の変更

旧区分 新区分
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当社独自の強み1： 強み（コアコンピタンス）の形成とビジネスモデルの拡張

お客様の事業成長支援を通し「ECで売る力」を蓄積
売るノウハウの確立1

戦略策定からフルフィルメントまでバリューチェーン一気通貫で支援できる体制の構築
売る仕組みの構築2

ブランド公式サイトの事業代行を通し、売る力と売る仕組みを強化
自ら売ることの体現3

商品を企画し・作る経験を「売る」力へ還元
自ら売る仕組みの構築4

「売る力」と「顧客基盤」を活用し、売る“場”を創出
売り場の創出5

プラットフォーム

D2Cブランドメーカー

EC事業代行

EC運営支援

ECコンサルティング

ソーシャルコマース/ライブコマース/グローバル等
プラットフォーム

D2Cブランドメーカー

EC事業代行

EC運営支援

ECコンサルティング

ソーシャルコマース/ライブコマース/グローバル等

新
規

成
長

コ
ア
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注　toB :to Business(法人顧客相手のビジネス)の略／toC: to Customer(個人顧客相手のビジネス)の略

注

当社の展開する３つの事業とサービスモデル

プラットフォームfee
(手数料/広告/商品仕入製造販売)

toB/toC

toC

　toB/toC　

toB

GMV
(商品製造販売)

GMV
(商品仕入販売/成果報酬)

サービスfee
(月次定額ストック)

法人 / 個人向けに新しい
EC プラットフォームを提供

M＆A /自社開発による
プライベートブランドの販売

ナショナルブランドの協業
パートナーとしてブランドの公式

EC事業を代行支援

バリューチェーンを
個別/一貫通貫でEC事業の

販売実行支援
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当社独自の強み2： ECで売る力 「いつも.マーケティングチェーン」

クロスプラットフォーム

マルチカテゴリー

自社EC

化粧品

楽天市場 Amazon Yahoo!
PayPay

海外モール SNS

ベビー 食品 インテリア

日用品 家電 アパレル ペット

01 02 03 04 05

06 07 08 09 10

11 12 13 14 15

01 02 03 04

05 06 07 08

いつも.マーケティングチェーン
1 2

3
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当社独自の強み3： マーケティング・アセット・ライブラリー（MAL）の活用によるコアコンピタンスの強化

市場規模、市場占有率の把握

販売計画、実行プラン策定

精密なマーケティング施策の立案・実行

的確なプロモーション予算配分・評価 など

D２Cブランド
メーカー

顧
客
への
サ
ー
ビ
ス
提
供

強化

売上UPメソッドマニュアル化

ナレッジポータルへの蓄積

最新情報の収集・蓄積

ノウハウマニュアル化

レポートの自動化

顧客業務の自動化 など

など
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事業シナジーによるコア事業の成長速度の加速

成長加速強化
2023 2024 2025 2026 2027

100%%

145%%

125%%

コ
ア
事
業
成
長
率

サ
ー
ビ
ス
品
質
の
向
上   /  

一
人
あ
た
り
生
産
性
の
向
上

サ
ー
ビ
ス
単
価
の
向
上   /   

サ
ー
ビ
ス
件
数
の
増
加

1 2

事業シナジー
による効果



© 2022 itsumo. inc.

成長加速のための戦略コストの積極投入

ビジネスモデルの多様化

さらなる収益拡大
人材投資

迅速化・効率化

成長速度加速
利益率の向上

・成長性のあるD２Cブランド取得
・各事業強化のためのビジネス取得

投資規模

※2

※1

※1．新規のM&Aにかかる費用（のれん償却費やMA関連費用）を含んでおりません。そ
のため、新規MAによる追加費用が発生する可能性があります
※2．のれん償却費1.1億円（2023年3月期見込）を含んでいます
※3　自己資金及び借入を予定

※3

人件費 その他投資
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中長期数値目標概要

プラットフォーマーとして成長

D2Cブランドメーカーとして成長

ECパートナーとして成長

コア

成長

新規

2007 2020 2021 2022 2027

116億円億円

300億円億円

510億円億円

コア

成長

新規
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重要な財務指標

売上

S A L E S

売上総利益

G
R

O S S  M A R G

I N

営業利益

O
P

E
R

A T I N G  I N C
O

M
E

調整後EBITDA

A
D

J U S T E D  E B I T
D

A

事業成長を図る指標 事業区分毎に利益率が異な
るため、事業収益性の指標

当社グループの収益性の基
礎となる指標

M&Aによるのれん発生等の影
響を除外した、収益性の指標
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５ヵ年数値計画　売上/売上総利益

143%
成長

146%
成長

133%
成長

130%
成長

2023 2024 2025 2026 2027
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５ヵ年数値計画　営業利益/調整後EBITDA

3.0%%

5.1%%

8.7%%

9.7%%

11.7%%

2023 2024 2025 2026 2027
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原価区分の見直し

売上原価

商品原価 店舗運営費 ブランド
マーケティング費

物流費 労務費
（ビジネス部門の一部）

外注費他

売上原価

商品原価 店舗運営費

人件費
（ビジネス部門の一部）

労務費
（ビジネス部門の一部）

外注費他

2022/3期 マーケ

マケプレ

販売費及び一般管理費

人件費
（ビジネス部門の一部）
（共通部門人件費）

広告宣伝費 その他SGA

販売費及び一般管理費

人件費
（共通部門人件費）

広告宣伝費 ブランド
マーケティング費

その他SGA物流費

2022/3期 マーケ

マケプレ
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A .  E C サービス事 業
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ECサービス事業概要

SNS 海外モール自社EC Amazon Yahoo!PayPay楽天市場ECプラットフォーム

（リテンションレート）

60億円億円 30億円億円
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サービスモデル 個別ニーズに合わせたEC事業の実行支援

［ ECの事業規模 ］

サービス内容
支援するバリューチェーン

ECサービス事業　ビジネスモデル

Oneコマースサービス

toB向け

販売販売

ECサイト 消費者

実行支援
委託

実行支援
委託 ～中規模 大規模～

複数/すべてを支援一部を支援

・チャネル戦略
・市場規模調査
・競合ブランド調査
・広告予算配分

・サイト制作
・商品更新
・メルマガ作成
・バナー作成

・広告運用
・季節企画
・CRM
・SNS運用
・セール

・商品出荷
・入荷処理
・在庫管理
・棚卸

・注文処理
・出荷指示
・顧客対応
・返品対応
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クロスプラットフォーム展開の重要性とその難しさ

いつも.マーケティングチェーンで解決

クロスプラットフォーム展開の必要性 クロスプラットフォーム展開の複雑性

海外モール

クラウドファンディング
ふるさと納税

自社EC

SNSYahoo!PayPay

楽天市場Amazon

物流

アルゴリズム デザイン

ターゲティング ブランディング 物流

アルゴリズム デザイン

ターゲティング ブランディング 物流

アルゴリズム デザイン

ターゲティング ブランディング

※当社独自の強み　P12ご参照
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顧客数増加に向けた取り組み

SEO・WEB広告

SNS・動画

書籍

自社企画大型イベント

イベント参加

etc…

電話問合せ

セミナー メルマガ
商談

アクティブリードへの
インサイドセールス

大型イベント レポート

ブログ SNS・動画

事例企業取材・対談

HPより問合せ

サービス資料請求

セミナー申込

レポートダウンロード

（リテンションレート）
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平均単価推移

2020
Q1

2021
Q1

144%%
成長

2020
Q2

2021
Q2

153%%
成長

2020
Q3

2021
Q3

162%%
成長

2020
Q4

2021
Q4

148%%
成長

（リテンションレート）
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（リテンションレート）

平均単価向上に向けた取り組み

契約済み

契約済み 新規展開

契約済み

追加導入
01 02 03

06 07 08

11 12 13

01 02 03 04 05

06 07 08 09 10

11 12 13 14 15

自社EC Amazon 楽天 SNS
クロスプラット
フォーム展開

ブランド展開

サービス拡充

1

2

3

平
均
単
価
向
上
に
向
け
た
取
り
組
み

A
社

単価
UP

単価
UP

単価
UP

単価
UP
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継続率向上に向けた取り組み

20
20
年1
0月

20
20
年1
1月

20
20
年1
2月

20
21
年1
月

20
21
年2
月

20
20
年3
月

20
20
年4
月

20
20
年5
月

20
20
年6
月

20
20
年7
月

20
20
年8
月

20
20
年9
月

20
20
年1
0月

20
20
年1
1月

20
20
年1
2月

20
20
年1
月

20
20
年2
月

20
20
年3
月

20
20
年4
月

20
20
年5
月

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%
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継続率向上に向けた取り組み

クロスプラットフォームでのお客様支援事例とECビックデータに
お客様の声を掛け合わせ分析を行い、サービスに循環させてい
くことで、継続率の向上を実現

全国各地にオンラインで対応可能なため、クライアントのニーズ
に対してスピーディーに対応が可能

お客様の声（VOC）の活用

・クロスプラットフォーム
  でのお客様支援事例
・EC購買データ

VoC × Knowledge Data Base
カスタマーマーケティング

全国対応

VOC Knowledge Data Base

お客様

（リテンションレート）
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B .  ブ ランドE C 事 業

‐　協業ブランドパートナー　

‐　共創・自創バリューアップ
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ブランドEC事業概要

（サイト数） （GMV）

400億円億円 180億円億円

協業ブランドパートナー
ナショナルブランドの協業パートナーとしてブラ
ンドの公式EC事業を代行支援

M＆A /自社開発による
プライベートブランドの販売

共創・自創バリューアップ　

245億円億円 100億円億円
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ブランドEC事業  事業概要

2023 2024 2025 2026 2027

25%

75%

49%

51%

400
35%

売上
C A G R
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協業ブランドパートナーのビジネスモデル

当社の保有するEC販売・運営力を活用しブランド公式EC事業を代行ブランド

ターゲット企業
・ブランド直販を検討するナショナルブランド

1 サービスの特徴
・ブランドから商品仕入を行い、公式ECサイトで消費者に販売
  ＝当社売上高 

・EC市場におけるブランド価値を伝える消費者接点を増やす
  ことができる
・消費者にブランド体験を向上させる独自の物流品質

・クロスプラットフォーム展開ができる

2 事業環境
・基幹システム/物流機能の改善/商習慣/マーケティングなど
 に課題を持つブランドは多い

3

商品仕入商品開発/生産 事業戦略 販売チャネル デザイン／運営 デジタル
マーケティング 注文処理・発送

消費者ナショナルブランド

いつも
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協業ブランドパートナーのビジネスモデル

導入1年目 導入2年目 導入3年目

3.5倍

ブランド導入１年目からの当社売上推移実績
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協業ブランドパートナーの成長推移

2020 2021 2022

3倍
２年累計比

7.8倍
前年比
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共創・自創バリューアップのビジネスモデル

ターゲット
・自社ブランドを保有する事業（会社）
・年商５千万～５億円程度
・商品のジャンル問わず自社EC・Amazonなど１チャネルから可能
・従業員を含めた株式譲渡も対応

1 サービスの特徴
・社内デューデリジェンスチームにより早期にブランド取得が可能
・販売支援実績から取得ブランドの目利きが可能
・クロスプラットフォーム展開が可能
・EC戦略立案～運用、物流までワンストップで対応が可能
・当社のプライベートブランドも企画生産する

2 事業環境
商品生産体制と物流技術が発達したことから、
多数のD２Cブランドが事業スタートしやすい環境にある

3

D２Cブランド

日用品 家電 アパレル ペット

化粧品 ベビー 食品 インテリア

当社で扱うブランドカテゴリー

課題

自社EC 楽天市場 Amazon Yahoo!
PayPay

海外モール SNS

成長資金 販売ノウハウ EC人材 物流 クロスプラット
フォーム

クロスプラットフォーム（販売強化、追加）

当社が提供するバリューアップ支援
M&A・出資による
当社への参画
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共創・自創バリューアップ　ビジネスモデル

M&A後のブランド事業収益アップの手法（一例）

売却前

利
益

運
営
経
費

事業売上

売却後

事業売上

自社EC

マーケティング費

店舗運営費

物流費

製造原価

マーケティング費

クロスプラットフォーム

自社EC

店舗運営費

物流費

製造原価

利
益

運
営
経
費

クロスプラットフォーム展開や
マーケティング戦略による
売上の拡大

運営体制や物流最適化による
運営経費率の改善

クロスプラットフォームへの展開による事業売上の拡大

徹底的な競合／市場調査に基づいた製品開発、
Reブランディング、ECサイトの改修によるコンバージョン
および客単価のアップ

当社のマーケティングテクノロジーの注入により顧客の
マーケティングコストを最適化

物流機能の効率化（EC特化の物流体制）やコーポレート
部門の一元管理等によるコスト改善

1

2

3

4
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共創・自創バリューアップ　事業進捗　成長推移

売上推移 利益推移

175%%113%%
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共創・自創バリューアップ　事業進捗　事例紹介

1

2

3

4

5



© 2022 itsumo. inc.

C .  E C プラットフォーム事 業
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オン・オフ統合型グローバルEC事業

海外日本国内

・販売代理ブランド商品
・自社開発ブランド商品1

提携する国内倉庫へ商品を集約

海外物流拠点へ商品を輸送

海外ECモールで海外顧客へ販売

収益モデル：商品販売

海外の主要小売店での販売

海外小売バイヤーとのメーカーのマッチング

収益モデル：卸販売

収益モデル：サービスフィー

Shopee,Tiktok shopping等

2
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新しい購入体験であるソーシャルコマースとライブコマース

ライブコマースとはソーシャルコマースとは

今
ま
で

こ
れ
か
ら

企業 消費者

販売

紹介 販売
販売

紹介 販売

販売

企業 消費者インフルエンサー

あの人なら
信用して買える

今
ま
で

こ
れ
か
ら

実店舗
での接客

ECサイト
での接客

消費者

リアルタイム
動画で接客 消費者

お店いかなくていいから便利
動画でわかりやすい
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P2C(Person to Cosumer)モール事業

当社の保有するEC販売・運営力を活用し一括支援（SNS以外）

ターゲット
・マイクロインフルエンサー
・売れるブランド作りたいクリエイター
・一括でEC販売業務を依頼したい
  インフルエンサー

1 事業参入背景
・インフルエンサー発のブランドが今後拡大する中で、事業成長を狙う
・当社の培ったEC販売・運営ノウハウを活かしてインフルエンサーの 
  ECショップを成功させることが可能と判断
・商品仕入れ・開発については当社の豊富な顧客基盤とM&Aを通じ
  て育成した商品開発力を活用する

2 特徴
・インフルエンサーが手軽に自分のブランドサイトを立ち上げ、ECで販売
　できる。また販売に付帯する作業（CS・物流、ページ更新）はすべて当社
　で一括で行う
・インフルエンサーは国内・外のメーカー商品（アパレル、コスメ、雑貨、
  食品）を気軽に発注・仕入れできる
・消費者は好きなインフルエンサーのブランドを手軽に購入できる

3 課金モデル
・売上に応じた手数料
・広告

4

自分のブランドを
持ちたいけどうまくできない

インフルエンサー
インフルエンサーの

ファン
提供領域① 提供領域②商品仕入れ・開発のためのシステム提供 ECサイト構築から運営、顧客対応、注文

処理・発送のシステムとサービス提供

商品仕入れ・開発 ECサイト構築・更新 SNS集客 顧客管理・CRM 注文処理・発送
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ターゲット
・SNSなどで影響力のある個人・
   小規模企業
・熱狂的なブランドや店舗のファンを
   持つ個人・小規模企業
・大手メーカーの製品開発者

1 事業参入背景
・今後成長を期待されるライブコマース市場を狙う
・当社顧客基盤である個性のある店舗、店員を
　ライバーとして活用し、また P2C モール事業で
　登録した個人インフルエンサーを活用する
　ことで事業成長を目指す

2 特徴
・ライバーが消費者にライブ動画でweb 接客しながら
　質問コメントなど に応えて商品説明をして販売
・誰でも手軽にスマホ1つでライブコマースができる
・店舗、倉庫や畑などから現地配信も行う
・企業はファンとのエンゲージを高める場としても利用

3 課金モデル
・売上や配信時間に応じた手数料
・広告

4

ライブコマースサービス

当社経営資産・顧客基盤を
生かした多様なライバー

ライブコマースモール
の取扱品

P2Cモールで登録された多数の個人インフルエンサー

当社顧客基盤を生かした多数の中小企業・店員

ライバー自身が仕入れた商品を販売するパターン

当社から提供する商品を販売するパターン

消費者
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投資方針

中期成長戦略「いつも．５x  」達成のため、2 0 2 3年３月期は中長期の持続的な成長のた

めの投資初年度であると位置づけています。

コア事業、成長事業への投資は、2 0 2 4年３月期以降での効果発現を目指しています。

新規事業への投資は、当社の新しいビジネスモデルの構築に向け、2 0 2 3年３月期以降

も継続的に投資を実施してまいります。

また、ビジネスモデルの拡張のためのM＆Aについても積極的に行っていく方針です。
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成長費用投資による効果

2022 2023 2024 2027

44億円50売上 億円
30売上総利益 億円

200売上 億円
93売上総利益 億円

200売上 億円
87売上総利益 億円

60売上 億円
30売上総利益 億円

人件費 その他投資
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配当について

2024 202720262025

4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

50,000

40,000

 

30,000

 

20,000

 

10,000

 

0

今後の剰余金の配当につきましては、内部留保の確保

とのバランスを考慮した上で実施していく事を基本方

針としております。

当面の間は、投資を優先的に実施するため、内部留保

を優先させる方針でおります。今後、10億円以上の連

結経常利益を安定的に確保できる事業体制となった場

合には配当を実施したいと考えております。配当性向

は20%以上を目標としてまいります。

いつも×5. の計画における、配当イメージは右図のと

おりです。

20%
配当性向

20%
配当性向
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新経営体制について - 取締役

新任 新任 新任
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新経営体制について - 社外取締役

新任 新任
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売れるSNSマーケティング事業

認知

興味喚起

ECサイト

購入・共有

ターゲット
・D2Cで売り上げをあげたいブランドメーカー
・認知を高めたい企業
・SNSは実施しているが売上が伸び悩んでいる企業

1 特徴

キャスティング

×プラン力×クリエイティブ力

×EC売上ノウハウ×購買データ

SNSアカウント運用

SNS広告

SNSメディア

ECマーケティング

EC運営

・SNSマーケティングからEC販売までを一気通貫で戦略と実行を行う。
・豊富に培ったEC販売ノウハウとSNSマーケティングに必要なプラン力と
  クリエイティブ力を統合することで顧客企業に対し価値提供を行う
・認知から購入・共有までをデータ可視化する

2 課金モデル
・サービス提供フィー

3
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協業ブランドパートナー　海外企業のビジネス環境

海外の代表的な企業データ

PACKBLE

Patten

Spreetail

売上高

本社拠点

調達額

従業員数

518億円 超（456 百万米ドル超 ）

米国

2010年

約1,000名

BAOZUN

売上高

本社拠点

調達額

従業員数

1,503億円（8,852百万人民元）

中国

2007 年

6,076

売上高

本社拠点

調達額

従業員数

568億円 超（500 百万米ドル超 ）
2022年1,000 百万ドル超（同社予測見込 ）

米国

2013年

約900名

売上高

本社拠点

調達額

従業員数

568億円 超（500 百万米ドル超 ）　

米国

2006年

約1,000名

250

200

150

100

50

0
2016

133

2017

152

2018

185

2019

231

2020

231

35
ブランドパートナー

追加

9000

8000

7000

6000

5000

4000

3000

2000

0

2016

3,390

1,240

2,176

2017 2018 2019 2020

+27%
4 Yr CAGR:

4,149

1,891

2,258

5,393

2,876

2,517

7,278

3,856

3,422

8,852

4,945

3,907
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共創・自創バリューアップ　海外企業のビジネス環境

各社の資金調達額の推移

3,000

2,250

1,500

750

0

2019年

27 2.3

2020年

370
132.0

175

2021年

2,350

775.0
625

海外の代表的な企業データ

Thrasio

Perch

Heyday

拠点

創業年

調達額

直近企業評価額
※2021年10月現在

米国、ヨーロッパ、日本

2018年

約3,854億円（$.3,396 mill.）

約8,510億円（$7.5 billion）

拠点

創業年

調達額

直近企業評価額
※2021年5月現在

米国

2019年

約998億（$909 million）

約1,300億（$1.1 billion）

拠点

創業年

調達額

直近企業評価額
※2021年11月現在

米国

2020年

約913億（$800 million）

約998億（$875 million）

Amazon FBA事業におけるサードパーティ自社ブランドを取得 / D2C系eコマース事業を展開する

単位：百万米ドル
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ソーシャルコマース市場のTAM

兆円3.17
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ソーシャルコマース市場のTAM

兆円86.30
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ソーシャルコマースのTAM
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ライブコマース市場のTAM

億円3,260
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ライブコマース市場のTAM

出所：「ライブコマースに関するアンケート調査」マイボイス
【調査期間】2021年08月01日～08月05日 【回答者数】10,083名
出所：「ライブコマースに関する利用動向・実態についての調査」 17LIVE株式会社
【調査対象】全国在住の20～59歳の男女 AND 直近一年以内にECを利用した方
【実施期間】2021年7月2日～7月5日 【有効回答数】400名



© 2022 itsumo. inc.

ライブコマース市場のTAM

2020 2024202320222021

　

50,000

　

40,000

　

30,000

　

20,000

　

10,000

　

0

7,620
13,970

21,590

33,020

44,450
（3.0%）

（2.6%）

（1.9%）

（1.4%）

（0.9%）

%で拡大するという予想年率 55.4

カッコ内の赤い数値は EC市場に対するライブコマースEC市場の比率
2020年時点（0.9%）は日本とほぼ同等。しかしその後の伸び率予想が大きい
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ライブコマース市場のTAM

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

122,333
140,059130,896

149,863 
171,578 

160,354
（0.62%）

%で拡大年率7
200,000

180,000

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

130%

125%

120%

115%

110%

105%

100%

95%

90%

85％
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株式会社いつも IR

いつも IR
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本資料の取り扱いについて
本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの記述は、当該記述を作成した時点における情報に基づいて

作成されたものにすぎません。さらに、こうした記述は、将来の結果を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するもので

す。実際の結果は環境の変化などにより、将来の見通しと大きく 異なる可能性があることにご留意ください。

上記の実際の結果に影響を与える要因としては、国内外の経済情勢や当社の関連する業界動向等が含まれますが、これらに限

られるものではありません。

また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用したものであり、かかる情報の正確性、適切性等につい

て当社は何らの検証も行っておらず、またこれを保証するものではありません。
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